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Ⅰ  給食会設立の趣旨 

 

当会は、平成 30 年５月 10 日、学校給食の食材調達事業の実施体制の強化及び学校給食の

食育事業の支援強化を図るため、学校給食に特化した外郭団体として設立されました。 

平成 30 年９月に「公益財団法人神戸市スポーツ教育協会」より事業の移管を受け、神戸市

立の義務教育諸学校の給食において、安全で良質な食材の調達、食育の推進及び地産地消の

推進に関する事業を行い、もって児童生徒の心身の健全な育成に寄与します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ  給食会の概要 

 

 １ 名   称  一般財団法人神戸市学校給食会 

 ２ 所 在 地  神戸市中央区浜辺通５丁目１番14号（神戸商工貿易センタービル10階） 

  ３ 設立年月日  平成30年５月10日 

  ４ 基  本  財  産  3,000千円（出捐：神戸市100％）  
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１　機　構

総務課長 総務係長

給食・食育推進課長 給食運営係長

担当課長 中学校給食担当係長

調整係長

２　職員数（役員を除く）

・（　）内は市派遣職員数内書
・臨時職員を除く

※１　総務課長は常務理事が兼ねているため、職員数には含みません。

　　 ◦ 印は本市退職職員

◦ 山田　敏之　 ＊福原　　肇　 

 ◦ 井上　祥子　

２

1

　　＊印は本市派遣職員（再任用）

給 食 ・ 食 育 推 進 課

０　※１

２ 1

（令和３年８月１日現在）

７（２）

Ⅲ　給食会の機構

会　長　　　  ・長田　　淳

（山田課長事務取扱）　

常務理事　　・古田　　隆

合　計 ２ ３（２）

係　員

５（１）２（１）

　　 ・印は本市職員及び本市派遣職員

　　　　　　・中村　拓馬 　（・古田　　隆）

 ◦ 西元　威 　　

合　計

１（１）

所　属 課　長 係　長

総 務 課 ２（１）
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３ 評議員・役員 

 （１）評議員 

                                                   （五十音順） 

  氏   名 役  職  等 

1 金 井 美 智 子 弁護士 

2 駿 河 明 子 
元神戸女子大学教授 

ＮＰＯ法人食ネット理事長 

3 西 村 順 二 甲南大学経営学部教授 

4 森 本 純 夫 元神戸市教育委員長 

5 吉 村 直 朗 神戸市ＰＴＡ協議会会長 

 

 

 

（２）役員（理事・監事）                              

                                               （役職，五十音順） 

 役職 氏   名 団  体  役  職 

1 会長◎ 長 田   淳 神戸市教育長 

2 常務理事 古 田   隆 神戸市教育委員会事務局担当部長 

3 理事 熊 谷 保 徳 神戸市健康局副局長 

4 理事 古 泉 泰 彦 神戸市経済観光局商業流通担当部長 

5 理事 竹 森 永 敏 神戸市教育委員会事務局学校支援部長 

6 理事 田 中 浩 一 神戸市中学校長会給食検討委員会委員長 

7 理事 山 﨑 悦 子 神戸市小学校長会給食運営委員会委員長 

8 監事 和 氣 大 輔 和氣公認会計士事務所 公認会計士 

◎ 代表理事 
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Ⅳ 一般財団法人  神戸市学校給食会定款 

 

第 1 章 総則 

（名称） 

第1条 この法人は，一般財団法人神戸市学校給食会と称する。 

（事務所） 

第2条 この法人は，主たる事務所を神戸市に置く。 

 

第 2 章 目的及び事業 

（目的） 

第3条 この法人は，神戸市立の義務教育諸学校の給食において，安全で良質な食材の調達，

食育の推進及び地産地消の推進に関する事業を行い，もって児童生徒の心身の健全な育

成に寄与することを目的とする。 

（事業） 

第4条 この法人は，前条の目的を達成するため，次の事業を行う。 

(1)安全で良質な学校給食の食材の安定的な調達に関する事業 

(2)学校給食における食育の推進，地産地消の推進に関する事業 

(3)食材，地産地消及び食育についての情報発信に関する事業 

(4)その他この法人の目的を達成するために必要な事業 

２ 前項各号の事業は，神戸市において行うものとする。 

 

第 3 章 資産及び会計 

（財産の拠出及びその価額） 

第5条 この法人の設立に際して，設立者は，別表に掲げる設立者拠出財産目録に記載され

た財産を，この法人のために拠出する。 

（基本財産） 

第6条 前条の財産は，この法人の目的である事業を行うために不可欠な基本財産とする。 

２ 基本財産は，この法人の目的を達成するために善良な管理者の注意をもって管理しな

ければならず， 基本財産の一部を処分しようとするとき及び基本財産から除外しようと

するときは，あらかじめ理事会及び評議員会の承認を要する。なお，基本財産である現

金は理事会の議決を経て定期預金等とするなど確実な方法により，会長（第 21 条に規

定する会長をいう。以下同じ。）が保管する。 

（事業年度） 

第7条 この法人の事業年度は，毎年 4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31 日に終わる。 

（事業計画及び収支予算） 
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第8条 この法人の事業計画書，収支予算書，資金調達及び設備投資の見込みを記載した書

類については，毎事業年度開始の日の前日までに，会長が作成し，理事会の承認を受け

なければならない。これを変更する場合も，同様とする。 

2 前項の書類については，主たる事務所に，当該事業年度が終了するまでの間備え置き，

一般の閲覧 に供するものとする。 

（事業報告及び決算） 

第9条 この法人の事業報告及び決算については，毎事業年度終了後，会長が次の書類を作

成し，監事の監査を受けた上で，理事会の承認を受けなければならない。 

(1)事業報告 

(2)事業報告の附属明細書 

(3)貸借対照表 

(4)正味財産増減計算書 

(5)貸借対照表及び正味財産増減計算書の附属明細書 

(6)財産目録 

2 前項の承認を受けた書類のうち，第 1 号，第 3 号，第 4 号，第 5 号及び第 6 号の書類に

ついては，定時評議員会に提出し，第 1 号の書類についてはその内容を報告し，その他

の書類については，承認を受けなければならない。 

3 第 1 項の書類のほか，次の書類を主たる事務所に 5 年間備え置き，一般の閲覧に供する

とともに，定款を主たる事務所に備え置き，一般の閲覧に供するものとする。 

(1)監査報告 

(2)理事及び監事並びに評議員の名簿 

(3)理事及び監事並びに評議員の報酬等の支給の基準を記載した書類 

(4)運営組織及び事業活動の状況の概要及びこれらに関する数値のうち重要なものを記載

した書類 

 

第 4 章 評議員 

（評議員の定数） 

第10条 この法人に評議員 3 名以上 10 名以内を置く。 

（評議員の選任及び解任） 

第11条 評議員の選任及び解任は，一般社団法人及び一般財団法人に関する法律(平成 18 

年法律第 48 号。以下「一般法人法」という。)第 179  条から第 195  条の規定に従い，

評議員会において行う。 

2 評議員を選任する場合には，次の各号の要件をいずれも満たさなければならない。 

(1)各評議員について，次のアからカに該当する評議員の合計数が評議員の総数の 3 分の 

1 を超えないものであること。 

ア 当該評議員及びその配偶者又は 3 親等内の親族 
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イ 当該評議員と婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係と同様の事情にある者 

ウ 当該評議員の使用人 

エ イ又はウに掲げる者以外の者であって，当該評議員から受ける金銭その他の財産に

よって生計を維持しているもの 

オ ウ又はエに掲げる者の配偶者 

カ イからエまでに掲げる者の 3 親等内の親族であって，これらの者と生計を一にする

もの 

(2) 他の同一の団体（公益法人を除く。）の次のアからエに該当する評議員の合計数が評

議員の総数の 3 分の 1 を超えないものであること。 

ア 理事 

イ 使用人 

ウ 当該他の同一の団体の理事以外の役員（法人でない団体で代表者又は管理人の定め

のあるものにあっては，その代表者又は管理人）又は業務を執行する社員である者 

エ 次に掲げる団体においてその職員（国会議員及び地方公共団体の議会の議員を除

く。）である者 

(ｱ)国の機関 

(ｲ)地方公共団体 

(ｳ)独立行政法人通則法（平成 11 年法律第 103 号）第２条第１項に規定する独立行

政法人 

(ｴ)国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）第２条第１項に規定する国立大学法

人又は同条第３項に規定する大学共同利用機関法人 

(ｵ)地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号）第２条第１項に規定する地方独

立行政法人 

(ｶ) 特殊法人（特別の法律により特別の設立行為をもって設立された法人であって，

総務省設置法（平成 11 年法律第 91 号）第４条第 15 号の規定の適用を受ける

ものをいう。）又は認可法人（特別の法律により設立され，かつ，その設立に関し

行政官庁の認可を要する法人をいう。） 

（評議員の任期） 

第12条 評議員の任期は，選任後 4 年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する  

定時評議員会の終結の時までとする。ただし，再任を妨げない。 

2 任期の満了前に退任した評議員の補欠として選任された評議員の任期は，退任した評議

員の任期の満了する時までとする。 

3 評議員は，第 10 条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了又は辞任により退

任した後も，新たに選任された者が就任するまで，なお評議員としての権利義務を有す

る。 

（評議員の報酬等） 

6



 
 

第13条 評議員に対して，各年度の総額が 400,000 円を超えない範囲で，評議員会におい

て別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を，報酬として支給する。 

 

第 5 章 評議員会 

（構成） 

第14条 評議員会は，すべての評議員をもって構成する。 

（権限） 

第15条 評議員会は，次の事項について決議する。 

(1)理事及び監事並びに評議員の選任及び解任 

(2)理事及び監事の報酬等の額 

(3)評議員に対する報酬等の支給の基準 

(4)貸借対照表及び正味財産増減計算書並びにこれらの附属明細書の承認 

(5)財産目録の承認 

(6)定款の変更 

(7)残余財産の処分 

(8)基本財産の処分又は除外の承認 

(9)その他評議員会で決議するものとして法令又はこの定款で定められた事項 

（開催） 

第16条 評議員会は，定時評議員会として毎年度６月に１回開催するほか，必要がある場合

に開催する。 

（招集） 

第17条 評議員会は，法令に別段の定めがある場合を除き，理事会の決議に基づき会長が招

集する。 

2 評議員は，会長に対し，評議員会の目的である事項及び招集の理由を示して，評議員会

の招集を請求することができる。 

（議長） 

第18条 評議員会の議長は，評議員会において互選する。 

（決議） 

第19条 評議員会の決議は，決議について特別の利害関係を有する評議員を除く評議員の

過半数が出席し，その過半数をもって行う。 

2 前項の規定にかかわらず，次の決議は，決議について特別の利害関係を有する評議員を

除く評議員の 3 分の 2 以上に当たる多数をもって行わなければならない。 

(1)監事の解任 

(2)評議員に対する報酬等の支給の基準 

(3)定款の変更 

(4)基本財産の処分又は除外の承認 
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(5)その他法令又はこの定款で定められた事項 

3 理事又は監事を選任する議案を決議するに際しては，各候補者ごとに第 1 項の決議を

行わなければならない。理事又は監事の候補者の合計数が第 21 条に定める定数を上回

る場合には，過半数の賛成を得た候補者の中から得票数の多い順に定数の枠に達するま

での者を選任することとする。 

（議事録） 

第20条 評議員会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する。 

2 議長及び出席した評議員の中からその会議において選出された議事録署名人 2 名以上

は，前項の議事録に署名押印する。 

 

第 6 章 役員 

（役員の設置） 

第21条 この法人に，次の役員を置く。 

(1)理事 3 名以上 10 名以内 

(2)監事 2 名以内 

2 理事のうち 1 名を会長，1 名を常務理事とする。 

3 第 2 項の会長をもって一般法人法上の代表理事とし，常務理事をもって一般法人法第 

197 条において準用する一般法人法第 91 条第１項第２号の業務執行理事とする。 

（役員の選任） 

第22条 理事及び監事は，評議員会の決議によって選任する。 

2 会長及び常務理事は，理事会の決議によって理事の中から選定する。 

（理事の職務及び権限） 

第23条 理事は，理事会を構成し，法令及びこの定款で定めるところにより，職務を執行す

る。 

2 会長は，法令及びこの定款で定めるところにより，この法人を代表し，その業務を執行

する。 

3 常務理事は，会長を補佐する。 

4 常務理事は，この法人の業務を執行する。 

5 会長及び常務理事は，毎事業年度に４箇月を超える間隔で 2 回以上，自己の職務の執行

の状況を理事会に報告しなければならない。 

（監事の職務及び権限） 

第24条 監事は，理事の職務の執行を監査し，法令で定めるところにより，監査報告を作成

する。 

2 監事は，いつでも，理事及び使用人に対して事業の報告を求め，この法人の業務及び財

産の状況の調査をすることができる。 

3 監事は，理事が不正の行為をし，若しくは当該行為をするおそれがあると認めるとき，
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又は法令若しくは定款に違反する事実若しくは著しく不当な事実があると認めるときは，

遅滞なく，その旨を理事会に報告しなければならない。 

4 監事は前項の報告をするため，必要があると認めるときは，会長に対し，理事会の招集

を請求することができる。 

（役員の任期） 

第25条 理事の任期は，選任後２年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定

時評議員会 の終結の時までとする。ただし，再任を妨げない。 

2 監事の任期は，選任後４年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時評議

員会の終結の時までとする。ただし，再任を妨げない。 

3 補欠として選任された理事又は監事の任期は，前任者の任期の満了する時までとする。 

4 増員により選任された理事の任期は，他の在任理事の任期の満了する時までとする。 

5 理事又は監事は，第 21 条に定める定数に足りなくなるときは，任期の満了又は辞任に

より退任した後も，新たに選任された者が就任するまで，なお理事又は監事としての権

利義務を有する。 

（役員の解任） 

第26条 理事又は監事が，次のいずれかに該当するときは，評議員会の決議によって解任す

ることが できる。 

(1)職務上の義務に違反し，又は職務を怠ったとき。 

(2)心身の故障のため，職務の執行に支障があり，又はこれに堪えないとき。 

（役員の報酬等） 

第27条 理事及び監事に対して，評議員会において別に定める総額の範囲内で，評議員会に

おいて別に定める報酬等の支給の基準に従って算定した額を報酬等として支給すること

ができる。 

（責任の一部免除） 

第28条 この法人は，一般法人法第 198 条において準用する一般法人法第 111 条第１項

の賠償責任について，理事又は監事（理事又は監事であった者を含む。）が職務を行うに

つき善意でかつ重大な過失がない場合において，特に必要と認めるときは一般法人法第 

198 条において準用する一般法人法第 113 条に規定する最低責任限度額を控除して得

た額を限度として，理事会の決議によって，免除することができる。 

 

第 7 章 理事会 

（構成） 

第29条 理事会は，すべての理事をもって構成する。 

（権限） 

第30条 理事会は，次の職務を行う。 

(1)この法人の業務執行の決定 
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(2)理事の職務の執行の監督 

(3)会長及び常務理事の選定及び解職 

（招集） 

第31条 理事会は，会長が招集する。 

2 会長が欠けたとき又は会長に事故があるときは，各理事が理事会を招集する。 

（議長） 

第32条 理事会の議長は，会長がこれに当たる。ただし，会長が欠けたとき又は事故がある

ときは，あらかじめ理事会で定めた順位により，他の理事がこれに代わるものとする。 

（決議） 

第33条 理事会の決議は，決議について特別の利害関係を有する理事を除く理事の過半数

が出席し，その過半数をもって行う。 

2 前項の規定にかかわらず，一般法人法第 197  条において準用する一般法人法第 96 条

の要件を満たしたときは，理事会の決議があったものとみなす。 

（議事録） 

第34条 理事会の議事については，法令で定めるところにより，議事録を作成する。 

2 出席した会長及び監事は，前項の議事録に記名押印又は署名する。 

3 会長が欠けたとき又は，事故があるときは，出席した理事及び監事の全員が，第 1 項の

議事録に記名押印又は署名する。 

 

第 8 章 定款の変更及び解散 

（定款の変更） 

第35条 この定款は，評議員会の決議によって変更することができる。 

2 前項の規定は，この定款の第 3 条，第 4 条及び第 11 条についても適用する。 

（解散） 

第36条 この法人は，基本財産の滅失によるこの法人の目的である事業の成功の不能その

他法令で定められた事由によって解散する。 

（残余財産の帰属） 

第37条 この法人が清算をする場合において有する残余財産は，評議員会の決議を経て，公

益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律第 5 条第 17 号に掲げる法人又は国

若しくは地方公共団体に贈与するものとする。 

２ この法人は，剰余金の分配を行わない。 

 

第 9  章 公告の方法 

（公告の方法） 

第38条 この法人の公告は，主たる事務所の公衆の見やすい場所に掲示する方法により行

う。 
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第 10 章 補則 

（委任） 

第39条 この定款に定めるもののほか，この法人の運営に必要な事項は，理事会の決議を経

て，会長 が別に定める。 

 

附 則 

1 この法人の設立者は次に掲げる者とする。 

  設立者 神戸市 

2 この定款は，法人成立の日から施行する。 

3 この法人の設立時会長及び設立時常務理事は，次に掲げる者とする。 

（略） 

4 この法人の設立時評議員は次に揚げる者とする。 

（略） 

5 この法人の設立時役員は次に掲げる者とする。 

（略） 

6 この法人の最初の事業年度は，この法人の設立の日から平成３１年３月３１日までとす

る。 

 

（別表）  

  設立者拠出財産目録 

   基本財産 

拠出財産の種別 価格 

現金 3,000,000 円 
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Ⅴ  令和２年度 事業報告 
（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

 
 
１ 事 業 報 告 
 

当会では、定款第４条第１項の規定に基づき、同項各号に掲げる事業を実施した。 

・安全で良質な学校給食の食材の安定的な調達に関する事業（同項第１号） 

・学校給食における食育の推進、地産地消の推進に関する事業（同項第２号） 

・食材、地産地消及び食育についての情報発信に関する事業（同項第３号） 

 

（１）学校給食用食材調達事業 

教育委員会事務局作成の給食献立に基づき、実施日毎の給食人員を確認のうえ納入数量を算出し、

安全で良質な食材を納入業者から廉価で安定的に調達し、学校、共同調理場及び民間調理事業者に

納品した。（※副食（おかず）食材を調達。主食（パン・米飯）、牛乳は教育委員会事務局が調達。） 

ア  学校給食用の食材の供給 

(ｱ) 小学校及び義務教育学校（前期課程）、特別支援学校 

学 校 数：168 校  対象人数：81,689 人   

献立回数：163 回（年間給食数 13,122,700 食） 

(ｲ) 中学校及び義務教育学校（後期課程） 

学 校 数：82校   対象人数：33,885 人   

献立回数：186 回（年間給食数 2,263,636 食） 

イ  食材の安全管理 

(ｱ) 理化学的検査・細菌学的検査  定例検査延 255 品目・814 項目/年 

(ｲ) 放射性物質検査  加工品/４検体/年 

(ｳ) 残留農薬検査  生鮮野菜・冷凍野菜/23 品目/年 

          除草剤グリホサート検査（こまつな・チンゲンサイ・ほうれんそう） 

(ｴ) 製造工場等への立ち入り調査  ９工場/年 

(ｵ) リスク管理機能強化対策  規格基準の改正 

 ウ 新型コロナウイルス感染症に係る対応について 

  (ｱ) 食材補償 

４・５月の全校臨時休業による給食中止により廃棄せざるを得ない食材について、神戸市と

の「臨時休業に伴う学校給食休止における食材補償に対する負担金協定書」に基づき、納入業

者に対し、食材補償を行った。（約３億円） 

(ｲ) 食品ロス対策 

     全校臨時休業による給食中止により発生した廃棄せざるを得ない食材の一部を、フードバン

ク、こども食堂、老人福祉施設連盟等へ寄附を行った。 

 エ 不用食材譲渡に係る情報提供の試行実施について 

   気象警報発表や感染症流行等で全校休業になったことによる給食中止により発生した廃棄せ

ざるを得ない食材の一部を、フードバンクや社会福祉法人を通じてこども食堂等の利用者の給食

として活用してもらうため、市内社会福祉法人等に情報提供希望を募り、食材を無償で譲渡する

取り組みを試行実施した。 
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（２）食育・地産地消推進事業 

ア 食育支援事業 

 (ｱ) 神戸っ子農業体験事業「ル*ル*ルプログラム」 

   神戸市の「こうべ給食畑推進事業」に参画する北区、西区の農業生産者、ＪＡ、経済観光局

等との協働で、小学生等を対象に農業体験事業を実施した。（令和２年度 ２校 132 人参加） 

(ｲ)「神戸っ子食育応援団プログラム」―企業等の食育プログラムを紹介 

  学校給食に食材を提供する登録企業及び関連企業の食育プログラムを冊子にまとめ、学校に

情報提供することで、公民連携により学校での食育を支援した。（令和２年度 出前授業 28校、

オンライン社会科見学プログラム 18 校参加） 

(ｳ) 「神戸っ子おにぎりプログラム」 

  地元産の食材（市内産の米と兵庫県産の海苔）を使用して、地域から外部講師も招き、日本

の伝統食であるおにぎりづくりを行う事業を実施した。防災・孤食等の課題を学ぶことにもつ

ながった。（令和２年度 21 校 1,262 人参加） 

(ｴ) 「神戸っ子みそづくりプログラム」 

  兵庫六甲ＪＡ神戸北女性会との協働で小学３年生「すがたをかえるだいず」の学習から、さ

らに広く「食」に関する多様な知識の習得や経験ができるよう「みそづくり」を実施した。（令

和２年度 ３校 125人参加） 

(ｵ) 「神戸っ子 SDGs プログラム」 

令和２年度新規事業として、建設局下水道部、ＪＡ、スイートコーン生産者との協働で小学

４年生を対象に、収穫体験・出前授業を計画していたが、新型コロナウイルス感染症の影響で

収穫体験は中止し、出前授業のみ実施した。（令和２年度 １校 66 人参加） 

イ 地産地消推進事業 

(ｱ) 小学校及び義務教育学校（前期課程）、特別支援学校 

  市内産生鮮野菜使用量 144.6 トン / 1,087.2 トン（全体） 

（使用割合 13.3 パーセント） 

(ｲ) 中学校及び義務教育学校（後期課程） 

市内産生鮮野菜使用量 18.8 トン / 156.7 トン（全体） 

（使用割合 12.0 パーセント） 

  ※(ｱ)、(ｲ)いずれも、米については市内産を 100 パーセント使用 

(ｳ) 学校給食用「地産地消加工品」の開発 

企業（登録納入事業者等）、ＪＡ、農業生産者等との協働で、市内産野菜を活用した加工品

を開発し学校給食に提供することで、食育・地産地消を推進するとともに、地域経済の活性化

等に貢献した。令和２年度は新たにトマトの加工品である「兵庫県産トマトピューレ（全量市

内産トマト）」を学校給食で提供した。 

 

（３）情報発信 

給食会ホームページその他の媒体により、学校給食用の食材、食品検査結果等の安全対策とと

もに、地産地消や農福連携、食育の取り組み等に関する事業内容の紹介を充実するなど、情報発

信の強化を図った。 
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２　事業別収支計算書

事業 金額 事業 金額

経常収益の部 4,524,049,062 経常費用の部 4,524,027,062

　給食・食育推進事業会計 4,508,417,307 　給食・食育推進事業会計 4,508,417,307

　　　学校給食用食材調達事業 4,506,962,192 　　　学校給食用食材調達事業 4,506,962,192

　　　食育・地産地消推進事業 1,455,115 　　　食育・地産地消推進事業 1,455,115

　法人会計 15,631,755 　法人会計 15,609,755

経常外収益の部 0 経常外費用の部　　　　 0

収益合計　　　　　　　　 4,524,049,062 費用合計　　　　　　 4,524,027,062

税引前当期一般正味財産増減額  (A) 22,000

※ 神戸市からの収入 法人税・住民税及び事業税   (B) 22,000

・ 負担金　　　　　620,582千円 当期一般正味財産増減額　        (A)-(B) 0

＜参考＞給食事業収支　別表 令和２年４月１日から令和３年３月31日まで　（単位：円）

小学校給食等 金額 小学校給食等 金額

　事業収入 3,620,445,689 　人件費 33,795,114

　負担金収入 308,907,627 　物件費 3,747,705,196

　その他収入 5,361,487 　減価償却費 1,087,034

前受金への充当(D) △ 152,127,459 

当期収入合計 3,782,587,344 当期支出合計 3,782,587,344

中学校給食等 金額 中学校給食等 金額

　事業収入 581,661,574 　人件費 3,318,439

　負担金収入 299,400,912 　物件費 721,004,455

　その他収入 1,916,978 　減価償却費 51,954

前受金への充当(F) △ 158,604,616 

当期収入合計 724,374,848 当期支出合計 724,374,848

学校給食用食材調達事業収益合計 4,506,962,192 学校給食用食材調達事業費用合計 4,506,962,192

＜参考＞前受金の状況

小学校給食等 金額 中学校給食等 金額

平成30年度末前受金残高(C) 平成30年度末前受金残高(F)

（平成31年３月31日現在） 143,353,000 （平成31年３月31日現在） 43,731,345

令和元年度末前受金残高(D) 令和元年度末前受金残高(G)

（令和２年３月31日現在） 217,057,985 （令和２年３月31日現在） 87,973,928

　前受金残高増減額(D)-(C) 73,704,985 　前受金残高増減額(G)-(F) 44,242,583

令和２年度末前受金残高(E) 令和２年度末前受金残高(H)

（令和３年３月31日現在） 152,127,459 （令和３年３月31日現在） 158,604,616

　前受金残高増減額(E)-(D) △ 64,930,526 　前受金残高増減額(H)-(G) 70,630,688

収益の部 費用の部

平成２年４月１日から令和３年３月31日まで（単位：円）

収益の部 費用の部
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Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

基本財産運用益 300

事業収益 3,891,375,188

受取負担金 622,031,739

雑収益 10,641,835

経常収益　計 4,524,049,062

(2)経常費用

事業費 4,508,417,307

管理費 15,609,755

 経常費用　計 4,524,027,062

当期経常増減額 22,000

２．経常外増減の部

(1)経常外収益 0

経常外収益　計 0

(2)経常外費用 0

経常外費用　計 0

当期経常外増減額 0

税引前当期一般正味財産増減額 22,000

法人税、住民税及び事業税 22,000

当期一般正味財産増減額 0

一般正味財産期首残高 0

一般正味財産期末残高 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

一般正味財産への振替額 △ 1,449,675

当期指定正味財産増減額 △ 1,449,675

指定正味財産期首残高 6,852,714

指定正味財産期末残高 5,403,039

当期正味財産増減額 △ 1,449,675

正味財産期首残高 6,852,714

Ⅲ正味財産期末残高 5,403,039

科目 金額

３　正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　　　　　　     令和２年４月１日から令和３年３月31日まで（単位：円）
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金額 金額

Ⅰ　資産の部 Ⅱ　負債の部

１．流動資産 １．流動負債

現金預金 838,376,363 未払金 636,709,444

未収金 108,034,691 前受金 310,732,075

前払費用 1,073,246 預り金 42,781

流動資産合計 947,484,300 流動負債合計 947,484,300

2．固定負債

２．固定資産 退職給付引当金 469,893

(1)基本財産 固定負債合計 469,893

預金 3,000,000 負債合計 947,954,193

基本財産合計 3,000,000

(2)特定資産 Ⅲ　正味財産の部

退職給付引当資産 469,893 １．指定正味財産

什器備品 1,438,110 出捐金 3,000,000

保証金 150,000 （うち基本財産への充当額） (3,000,000)

ソフトウェア 814,929 受取負担金 2,403,039

特定資産合計 2,872,932 指定正味財産合計額 5,403,039

固定資産合計 5,872,932 ２．一般正味財産 0

正味財産合計 5,403,039

953,357,232 953,357,232

（特定資産）

什器備品減価償却累計額 2,672,872

科目 科目

負債及び正味財産合計

４　貸借対照表

令和３年３月31日現在（単位：円）

資産合計
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令和３年３月31日現在（単位：円）

金額 金額

Ⅰ　資産の部 Ⅱ　負債の部

１．流動資産 １．流動負債

現金預金 未払金

　小口現金等 7,529 　給食食材費等 636,709,444

　普通預貯金 前受金
　　三井住友・みなと・ゆうちょ銀行等 838,368,834 　学校納付金前受金 310,732,075

未収金（学校給食費等） 108,034,691 預り金

所得税・市県民税等 42,781

前払費用（３年度保険料等） 1,073,246 流動負債合計 947,484,300

流動資産合計 947,484,300 ２．固定負債

２．固定資産 退職給付引当金 469,893

(1)基本財産 固定負債合計 469,893

定期預金 負債合計 947,954,193

　三井住友銀行 3,000,000 Ⅲ　正味財産の部 5,403,039

基本財産合計 3,000,000

(2)特定資産

退職給付引当資産 469,893

什器備品 1,438,110

保証金 150,000

ソフトウェア 814,929

特定資産合計 2,872,932

固定資産合計 5,872,932

資産合計 953,357,232

５　財産目録

科目 科目
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合計 事業収入
負担金・
補助金収入

その他収入

4,524,049,062 3,891,375,188 622,031,739 10,642,135

4,508,417,307 3,891,375,188 609,763,654 7,278,465

　学校給食用食材調達事業 4,506,962,192 3,891,375,188 608,308,539 7,278,465

　食育・地産地消推進事業 1,455,115 0 1,455,115 0

　法人会計 15,631,755 0 12,268,085 3,363,670

　総務・法人管理 15,631,755 0 12,268,085 3,363,670

経常外増減の部 0 0 0 0

当期収入合計 4,524,049,062 3,891,375,188 622,031,739 10,642,135

６　事業別収入明細書

　　　　　　　　　　　　　　     令和２年４月１日から令和３年３月31日まで（単位：円）

経常増減の部

事　業

　給食・食育推進事業会計

内訳
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合計 人件費 物件費 減価償却費

4,524,027,062 47,048,464 4,475,528,923 1,449,675

4,508,417,307 37,113,553 4,470,164,766 1,138,988

　学校給食用食材調達事業 4,506,962,192 37,113,553 4,468,709,651 1,138,988

　食育・地産地消推進事業 1,455,115 0 1,455,115 0

　法人会計 15,609,755 9,934,911 5,364,157 310,687

　総務・法人管理 15,609,755 9,934,911 5,364,157 310,687

経常外増減の部 0 0 0 0

小計（税引前当期支出額） 4,524,027,062 47,048,464 4,475,528,923 1,449,675

法人税・住民税及び事業税 22,000 0 22,000 0

当期支出合計 4,524,049,062 47,048,464 4,475,550,923 1,449,675

事　業

　給食・食育推進事業会計

経常増減の部

内訳

７　事業別支出明細書

　　　　　　　　　　　　　　     令和２年４月１日から令和３年３月31日まで（単位：円）
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Ⅵ  令和３年度 事業計画 
（令和３年４月１日～令和４年３月３１日） 

 
 

１ 事 業 計 画 
 

当会では、定款第４条第１項の規定に基づき、同項各号に掲げる事業を実施する。 

・安全で良質な学校給食の食材の安定的な調達に関する事業（同項第１号） 

・学校給食における食育の推進、地産地消の推進に関する事業（同項第２号） 

・食材、地産地消及び食育についての情報発信に関する事業（同項第３号） 

 

（１）学校給食用食材調達事業 

安全で良質な学校給食用の食材の供給及び食品検査を実施する。（※副食（おかず）

食材を調達。主食（パン・米飯）、牛乳は教育委員会事務局が調達。） 

ア  学校給食用の食材の供給 

(ｱ) 小学校及び義務教育学校（前期課程）、特別支援学校 

学 校 数：169 校  対象人数：81,700 人 

配 送 先：小学校、義務教育学校（前期課程）、特別支援学校、学校給食共同

調理場（２施設） 

(ｲ) 中学校及び義務教育学校（後期課程） 

学 校 数：82校  対象人数：36,300 人 

配 送 先：教育委員会事務局委託の民間調理施設 

イ  食材の安全管理 

(ｱ) 理化学的検査・細菌学的検査 

  納入される給食用副食食材の安全性と食品内容の適正を期するため、小学校

等への納入時にその一部を収去し、理化学的検査・細菌学的検査を実施する。 

(ｲ) 放射性物質検査  

  食材への安心を確保するために、神戸市と役割分担し放射性物質検査を行う。 

(ｳ) 残留農薬検査   

  生鮮野菜や冷凍野菜について残留農薬検査（グリホサート検査含む）を行う。 

(ｴ) 製造工場等への立ち入り調査   

  厚生労働省登録検査機関とともに食品工場等へ立ち入り、衛生状況の調査や

指導を行う。食品衛生管理体制が脆弱な事業者を中心に、工場調査実施後の改

善状況の確認指導も行う。 

(ｵ) 衛生講習会の実施 

  登録納入業者を対象に、衛生講習会及び意見交換会を年３回程度開催する。 

(ｶ) 食品衛生管理に関する専門的な指導及びアドバイス 

  厚生労働省登録検査機関に委託し、近年高度化する衛生管理に関する様々な

問題に対し、専門的な指導及びアドバイスを得られる体制を充実させる。 

ウ 不用食材譲渡に係る情報提供の試行実施（食品ロス対策） 

     令和３年度から、気象警報発表や感染症流行等で全校休業になったことによる

給食中止により発生した廃棄せざるを得ない食材の一部を、フードバンクや社会

福祉法人を通じて子ども食堂等の利用者の給食として活用してもらうため、希望

する法人等に対し、食材を無償で譲渡することとし、その情報提供を行う。 
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（２）食育・地産地消推進事業 

ア 食育支援事業 

未来を担う子供たちに多様な経験の機会を提供するため、教育委員会事務局、

経済観光局と連携し、学校と、農業生産者、ＪＡ、企業、地域等をつなぎ、協働

で学校給食を通じた各種食育事業を推進することにより、学校の食育を支援する。 

(ｱ)「神戸っ子農業体験ル*ル*ルプログラム」 

   神戸市の「こうべ給食畑推進事業」に参画する北区、西区の農業生産者、Ｊ

Ａ、経済観光局との協働で、小学生等を対象に農業体験事業を実施する。 

(ｲ)「神戸っ子食育応援団プログラム」―企業等の食育プログラムを紹介 

   学校給食に食材を提供する登録業者及び関連企業の食育プログラムを冊子に

まとめ、学校に情報提供することで、企業との協働で学校の食育を支援する。

また、令和３年度から、ＡＩなど先端技術を導入した企業の新工場の見学も紹

介する予定。 

 (ｳ) （新規）「神戸っ子食育応援団プログラム」（オンライン社会科見学） 

   令和３年度から、子どもの心と体の健康支援を重点課題とする学校給食関連

企業と連携し、オンラインを活用した、リアルタイムで学年、参加人数を問わ

ない工場の生産ライン社会科見学を実施する。 

(ｴ)「神戸っ子みそづくりプログラム」 

  兵庫六甲ＪＡ神戸北女性会の指導のもと、子供たちが、みそづくりを体験す

ることで地産地消の大切さを学び、加えて、希望する学校には、地域の歴史や

産業、人々の働き方など、豊かで多様な神戸の魅力も体験できる機会を提供す

る。 

(ｵ)「神戸っ子 SDGs プログラム」 

  神戸市、ＪＡ、企業等が進める「KOBE ハーベストプロジェクト」と協働で、

再生リン配合肥料「こうべハーベスト」を使用し育てられたスイートコーンの

収穫体験など、循環型社会について学ぶ機会を提供する。 

(ｶ) 「神戸っ子おにぎりプログラム」 

  市内産の米と兵庫県産の海苔を使用し、日本の伝統食であるおにぎりづくり

を行う機会を提供する。併せて、外部講師（農業生産者等）の紹介も行う。   

イ 地産地消の推進 

北区、西区に有数の農業地帯を有する神戸市の恵まれた条件をいかし、学校給

食への「こうべ旬菜」や市内産野菜等の優先利用や、神戸市の「こうべ給食畑推

進事業」等との連携により、地産地消を推進する。 

(ｱ) 市内産野菜の優先使用 

食材には、「こうべ旬菜」をはじめ市内産野菜等を優先使用し、地産地消を推

進する。令和３年度から新たに、姫とうがんを小学校給食で使用予定。（米は小

学校・中学校給食とも全量市内産を使用。） 

 (ｲ) 利用推進会議への参画 

  神戸市の学校給食における「こうべ旬菜」利用推進会議に参画し、参加機関等

との連携のもと、学校給食への市内産野菜等の積極的な使用に向けた具体的な

方策を検討することにより地産地消の推進を図る。 

(ｳ) 学校給食用「地産地消加工品」の開発 

農業生産者、ＪＡ兵庫六甲、企業、神戸市との協働で市内産野菜や果物を使用

した給食用加工品を開発し学校給食に使用することで、地産地消を推進するとと

もに地域産業の活性化に貢献する。また、大きさ等で使用が困難な規格外品を給
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食用加工品に活用することで、食品ロス削減にも貢献する。令和３年度は、新た

に「神戸産たまねぎ入り鶏つくね」「神戸産野菜を使ったチキン焼売」を提供予

定。 

 

（３）情報発信 

ホームページその他の媒体により、学校給食用食材の地産地消、食育の取組等

を紹介することで、神戸の学校給食の魅力発信に努める。また、食材の産地や、

微生物、放射性物質等の検査の結果等安全管理面についても情報提供を行う。 
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２　事業別収支予算書

事業 金額 事業 金額

給食・食育推進事業会計 4,799,657 給食・食育推進事業会計 4,799,657

　　学校給食推進事業 4,796,749 　　学校給食推進事業 4,796,749

　　食育・地産地消推進事業 2,908 　　食育・地産地消推進事業 2,908

法人会計 16,998 法人会計 16,998

　　総務・法人管理 16,998 　　総務・法人管理 16,998

収益合計　　　　　　　　 4,816,655 費用合計　　　　　　 4,816,655

税引前当期一般正味財産増減額  (A) 0

※ 神戸市からの収入 法人税・住民税及び事業税   (B) 0

・ 負担金　　　　　387,753千円  当期一般正味財産増減額　        (A)-(B) 0

収益の部 費用の部

令和３年４月１日から令和４年３月31日まで（単位：千円）
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Ⅰ一般正味財産増減の部

１．経常増減の部

(1)経常収益

事業収益 4,427,969

受取負担金 388,686

経常収益　計 4,816,655

(2)経常費用

事業費 4,799,657

管理費 16,998

 経常費用　計 4,816,655

当期経常増減額 0

２．経常外増減の部

(1)経常外収益 0

経常外収益　計 0

(2)経常外費用 0

経常外費用　計 0

当期経常外増減額 0

当期一般正味財産増減額 0

一般正味財産期首残高 0

一般正味財産期末残高 0

Ⅱ指定正味財産増減の部

受取負担金 0

一般正味財産への振替額 △ 933

当期指定正味財産増減額 △ 933

指定正味財産期首残高 5,403

指定正味財産期末残高 4,470

当期正味財産増減額 △ 933

正味財産期首残高 5,403

Ⅲ正味財産期末残高 4,470

科目 金額

３　予定正味財産増減計算書

　　　　　　　　　　　　     令和３年４月１日から令和４年３月31日まで（単位：千円）
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金額 金額

Ⅰ　資産の部 Ⅱ　負債の部

１．流動資産 １．流動負債

現金預金 838,376 未払金 636,709

未収金 108,035 前受金 310,732

前払費用 1,073 預り金 43

流動資産合計 947,484 流動負債合計 947,484

２．固定資産 ２．固定負債

(1)基本財産 退職給付引当金 1,560

預金 3,000 固定負債合計 1,560

基本財産合計 3,000 負債合計 949,044

(2)特定資産 Ⅲ　正味財産の部

退職給付引当資産 1,560 １．指定正味財産

什器備品 843 出捐金 3,000

保証金 150 （うち基本財産への充当額） (3,000)

ソフトウェア 477

特定資産合計 3,030 受取負担金 1,470

固定資産合計 6,030 指定正味財産合計額 4,470

２．一般正味財産 0

正味財産合計 4,470

953,514 953,514

（特定資産）

什器備品減価償却累計額 595

科目 科目

負債及び正味財産合計

４　予定貸借対照表

令和４年３月31日現在（単位：千円）

資産合計
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合計 事業収入
負担金・
補助金収入

その他収入

4,816,655 4,427,969 388,686 0

4,799,657 4,427,969 371,688 0

　学校給食推進事業 4,796,749 4,427,969 368,780 0

　食育・地産地消推進事業 2,908 0 2,908 0

　法人会計 16,998 0 16,998 0

経常外増減の部 0 0 0 0

当期収入合計 4,816,655 4,427,969 388,686 0

内訳

５　事業別予定収入明細書

　　　　　　　　　　　     令和３年４月１日から令和４年３月31日まで（単位：千円）

経常増減の部

事　業

　給食・食育推進事業会計
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合計 人件費 物件費 減価償却費

4,816,655 43,033 4,772,689 933

4,799,657 35,838 4,763,053 766

　学校給食推進事業 4,796,749 35,838 4,760,145 766

　食育・地産地消推進事業 2,908 0 2,908 0

　法人会計 16,998 7,195 9,636 167

経常外増減の部 0 0 0 0

小計（税引前当期支出額） 4,816,655 43,033 4,772,689 933

法人税・住民税及び事業税 0 0 0 0

当期支出合計 4,816,655 43,033 4,772,689 933

内訳

６　事業別予定支出明細書

　　　　　　　　　　　     令和３年４月１日から令和４年３月31日まで（単位：千円）

事　業

　給食・食育推進事業会計

経常増減の部
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事業計画 実績 備考

4,844,444 4,508,417

　学校給食用食材調達事業 4,841,394 4,506,962

　食育・地産地消推進事業 3,050 1,455

　法人会計 20,710 15,610

　総務・法人管理 20,710 15,610

Ⅶ　令和２年度主要事業計画・実績比較

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

事　業　名

　給食・食育推進事業会計
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